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１　予算規模等

補正前の額 補正額 補正後の額

26,997,096 255,232 27,252,328
11,177,250 0 11,177,250
5,063,547 0 5,063,547
853,832 0 853,832

5,124,369 0 5,124,369
135,502 0 135,502

84,099,723 0 84,099,723
4,314,270 0 4,314,270

収 入 2,529,145 0 2,529,145
支 出 2,385,732 0 2,385,732
収 入 1,871,011 0 1,871,011
支 出 1,928,538 0 1,928,538

2,211,224 0 2,211,224
収 入 1,608,040 0 1,608,040
支 出 1,398,835 0 1,398,835
収 入 139,551 0 139,551
支 出 812,389 0 812,389

68,937,945 0 68,937,945
収 入 72,175,871 0 72,175,871
支 出 68,451,751 0 68,451,751
収 入 2 0 2
支 出 486,194 0 486,194

8,636,284 0 8,636,284
収 入 7,287,215 0 7,287,215
支 出 7,630,498 0 7,630,498
収 入 816,862 0 816,862
支 出 1,005,786 0 1,005,786

122,274,069 255,232 122,529,301

《 会 計 別 予 算 規 模 》

会 計 別

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

常滑駅周辺土地区画整理事業

企 業 会 計

下 水 道 事 業

水 道 事 業

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業

病 院 事 業

合 計

(1) 一般会計
　補正予算規模は2億5,523万2千円の増額で、補正後の予算額を272億5,232万8千円としまし
た。
　今回の補正予算は、燃料価格・物価高騰や新型コロナウイルスの影響を受ける生活者や事
業者の支援を主な目的として編成するものです。
　国や県の補助金を活用した住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業、民間保育所等給
食費支援事業、燃料価格高騰に伴う指定管理者支援に係る補正を計上しています。

(2) 特別会計
　今回の補正はありません。

(3) 企業会計
　今回の補正はありません。

内
訳

収 益 的

資 本 的

収 益 的

資 本 的

収 益 的

資 本 的

収 益 的

資 本 的

内
訳

（単位：千円）
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２　会計別予算概要
(1)　一般会計 (議案第52号）

 ①　款別予算額

(歳　入) （単位：千円）

款             別   補正前の額 構成比 補正後の額 構成比
％ ％

1 市 税 12,294,941 45.5 0 12,294,941 45.1 

2 地 方 譲 与 税 241,026 0.9 0 241,026 0.9 

3 利 子 割 交 付 金 4,000 0.0 0 4,000 0.0 

4 配 当 割 交 付 金 48,000 0.2 0 48,000 0.2 

5
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

6,000 0.0 0 6,000 0.0 

6 法 人 事 業 税 交 付 金 105,000 0.4 0 105,000 0.4 

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,392,000 5.2 0 1,392,000 5.1 

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

1 0.0 0 1 0.0 

9
環 境 性 能 割
交 付 金

57,000 0.2 0 57,000 0.2 

10 地 方 特 例 交 付 金 96,000 0.4 0 96,000 0.4 

11 地 方 交 付 税 321,141 1.2 0 321,141 1.2 

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

10,000 0.0 0 10,000 0.0 

13 分 担 金 及 び 負 担 金 44,433 0.2 0 44,433 0.2 

14 使 用 料 及 び 手 数 料 359,148 1.3 0 359,148 1.3 

15 国 庫 支 出 金 3,447,716 12.8 238,272 3,685,988 13.5 

16 県 支 出 金 1,603,706 5.9 16,960 1,620,666 5.9 

17 財 産 収 入 247,880 0.9 0 247,880 0.9 

18 寄 附 金 46,047 0.2 0 46,047 0.2 

19 繰 入 金 1,869,657 6.9 0 1,869,657 6.9 

（ う ち ボ ー ト 基 金 ） (600,000) (2.2) (0) (600,000) (2.2)

20 繰 越 金 1,577,329 5.8 0 1,577,329 5.8 

21 諸 収 入 1,475,271 5.5 0 1,475,271 5.4 

22 市 債 1,750,800 6.5 0 1,750,800 6.4 

計 26,997,096 100.0 255,232 27,252,328 100.0

※「19繰入金」の(   )は、ボートレース事業の収益を原資とする基金からの繰入金を内書きで示す。

補  正  額
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（歳　出） 　　　　　　（単位：千円）

款             別   補正前の額 構成比 補正後の額 構成比
　　　％ 　　　％

1 議 会 費 193,993 0.7 0 193,993 0.7 

2 総 務 費 3,898,484 14.4 0 3,898,484 14.3 

3 民 生 費 8,143,994 30.2 242,712 8,386,706 30.8 

4 衛 生 費 2,997,667 11.1 0 2,997,667 11.0 

5 労 働 費 34,217 0.1 0 34,217 0.1 

6 農 林 水 産 業 費 778,875 2.9 344 779,219 2.9 

7 商 工 費 935,652 3.5 617 936,269 3.4 

8 土 木 費 2,440,002 9.0 1,619 2,441,621 9.0 

9 消 防 費 860,428 3.2 0 860,428 3.1 

10 教 育 費 3,059,359 11.3 22,846 3,082,205 11.3 

11 災 害 復 旧 費 5 0.0 0 5 0.0 

12 公 債 費 1,986,065 7.4 0 1,986,065 7.3 

13 諸 支 出 金 1,388,836 5.2 0 1,388,836 5.1 

14 予 備 費 279,519 1.0 △ 12,906 266,613 1.0 

計 26,997,096 100.0 255,232 27,252,328 100.0 

補  正  額
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②　性質別予算額

（歳　出） （単位：千円）

　補正前の額 構成比 補正後の額 構成比
　　　％ 　　　％

義　　務　　的　 　経　　費 10,541,794 39.1 0 10,541,794 38.7 

人 件 費 4,107,296 15.2 0 4,107,296 15.1 

扶 助 費 4,448,433 16.5 0 4,448,433 16.3 

公 債 費 1,986,065 7.4 0 1,986,065 7.3 

消    費    的    経    費 8,782,218 32.5 268,138 9,050,356 33.2 

物 件 費 4,311,671 16.0 13,272 4,324,943 15.9 

維 持 補 修 費 169,059 0.6 0 169,059 0.6 

補 助 費 等 4,301,488 15.9 254,866 4,556,354 16.7 

投　  資 　 的 　 経  　費 3,461,321 12.8 0 3,461,321 12.7 

普 通 建 設 事 業 費 3,461,316 12.8 0 3,461,316 12.7 

災 害 復 旧 事 業 費 5 0.0 0 5 0.0 

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0 0.0 

そ　　の　　他　　 経 　　費 4,211,763 15.6 △ 12,906 4,198,857 15.4 

積 立 金 2,094,543 7.8 0 2,094,543 7.7 

投 資 及 び 出 資 金 280,350 1.0 0 280,350 1.0 

貸 付 金 119,796 0.5 0 119,796 0.4 

繰 出 金 1,437,555 5.3 0 1,437,555 5.3 

前 年 度 繰 上 充 当 金 0 0.0 0 0 0.0 

予 備 費 279,519 1.0 △ 12,906 266,613 1.0 

26,997,096 100.0 255,232 27,252,328 100.0 

区 分 補　正　額

合 計
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　③　事業等別予算額

※ の項目は詳細別紙。補正前、補正後の額は各細節・事業の金額を表す。

（歳　入） （単位：千円）

項 目 細　節　名 補正前 補正額 補正後 内　　　　　　容

2 2

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金
給付事業費補助金
(価格高騰緊急支援
給付分)

0 225,000 225,000
事業実施に係る補助金の計上
【⇒Ｐ6】

2 2

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金
給付事務費補助金
(価格高騰緊急支援
給付分)

0 13,272 13,272
事業実施に係る補助金の計上
【⇒Ｐ6】

2 2
保育所等給食費支援
事業費補助金

2,960 2,960 5,920
事業実施に係る補助金の増額
【⇒Ｐ7】

2 5
げんき商店街推進
事業費補助金

0 14,000 14,000
プレミアム付商品券事業実施に係る
補助金の計上

26,997,096 255,232 27,252,328

（歳　出） （単位：千円）

項 目 事　　業　　名 補正前 補正額 補正後 内　　　　　　容

1 1

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付
費（価格高騰緊急支
援給付分）

0 225,000 225,000
住民税非課税世帯等に対する給付
事業費の計上【⇒Ｐ6】

1 1

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付
事務費（価格高騰緊
急支援給付分）

0 13,272 13,272
住民税非課税世帯等に対する給付
事務費の計上【⇒Ｐ6】

2 2
民間保育所等給食費
支援事業費

4,440 4,440 8,880
民間保育所等に対する給食材料費
支援事業費の増額
【⇒Ｐ7】

1 3
小脇公園燃料価格
高騰対策負担金

0 344 344
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

1 7
観光プラザ燃料価格
高騰対策負担金

0 259 259
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

1 7
登窯広場・廻船問屋
瀧田家燃料価格
高騰対策負担金

0 358 358
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

5 4
大曽公園燃料価格
高騰対策負担金

0 1,619 1,619
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

5 4
公民館燃料価格
高騰対策負担金

0 2,794 2,794
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

5 6
文化会館燃料価格
高騰対策負担金

0 8,948 8,948
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

6 3
市体育館燃料価格高
騰対策負担金

0 5,890 5,890
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

6 3
温水プール燃料価格
高騰対策負担金

0 5,214 5,214
燃料価格高騰の影響を受ける指定
管理者支援に係る負担金の計上
【⇒Ｐ8】

1 1 予備費 279,519 △ 12,906 266,613 予算整理

26,997,096 255,232 27,252,328

款

15　国庫支出金

16　県支出金

計

款

3　民生費

6　農林水産業費

7　商工費

8　土木費

10　教育費

14　予備費

計
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④　個別事業概要

(1)　住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付費(価格高騰緊急支援給付分)

(2)　住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費(価格高騰緊急支援給付分)

3款  民生費 　  1項  社会福祉費     1目  社会福祉総務費

(単位:千円)

財　　源　　内　　訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 0 0 0 0 0 0
補正額 225,000 225,000 0 0 0 0
補正後 225,000 225,000 0 0 0 0

(単位:千円)

財　　源　　内　　訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 0 0 0 0 0 0
補正額 13,272 13,272 0 0 0 0
補正後 13,272 13,272 0 0 0 0

新規 福祉課
住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費(価格高騰緊急支援給付分)

住民税非課税世帯等に給付金を支給します

事業費

事業費

【補正の理由】
　国の経済対策により、電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影
響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、世帯当たり5万円を給付します。

【補正事業の概要】
　１　支給対象世帯
　　①住民税非課税世帯…≪申請不要≫
　　　同一世帯に属する全員が基準日において、令和4年度分の住民税均等割が非課税である世帯
　　②家計急変世帯…≪申請必要≫
　　　令和4年度分の住民税均等割が課されている世帯のうち、収入の減少により住民税非課税相当
      となった世帯

　２　支給額：5万円/世帯

　３　対象数：4,500世帯
　　①4,200世帯（住民税非課税世帯）
　　②300世帯（家計急変世帯）

　４　事業費（国10/10）
　　(1)給付費：225,000千円（補助金：50千円×4,500世帯）
　　(2)事務費：13,272千円
　　　　 内訳：需用費　 　　 210千円（消耗品、封筒等）
　　　　　　　 役務費　　　2,062千円（郵送料、振込手数料）　
　　　　　　　 委託料　　 11,000千円（システム改修、人材派遣等）　　　　　　　

【スケジュール（予定）】
　令和4年10月上旬～　　制度設計、準備、市民周知、
 　　　　 　　　　　　 案内、支給要件確認書等の送付及び家計急変世帯の申請受付開始
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3款  民生費 　  2項  児童福祉費     2目  子育て支援費

(単位:千円)

財　　源　　内　　訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 4,440 1,100 2,960 0 0 380
補正額 4,440 1,100 2,960 0 0 380
補正後 8,880 2,200 5,920 0 0 760

こども保育課民間保育所等給食費支援事業費

民間保育施設の給食費の負担を引き続き軽減します

事業費

【補正事業の概要・理由】
　  民間保育所等における給食材料費の物価高騰分の負担等を軽減するため、
　県の補助事業を活用し、引き続き10月以降も支援します。

【対象期間】
　2022(令和4)年10月～2023(令和5)年3月

【対象施設】
　市内の民間保育施設　計10か所
　（保育園、認定こども園及び地域型保育事業所）

【事業費】
　4,440千円（物価高騰影響分40円×保育日数25日×6か月×園児740人）
　※うち2／3を県が負担

【市負担額】
　1,480千円　※うち1,100千円は地方創生臨時交付金を活用
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6款 農林水産業費　1項 農業費　3目 農業振興費

7款 商工費　1項 商工費　7目 観光費

8款 土木費　5項 都市計画費　4目 都市公園費

10款 教育費　5項 社会教育費　4目 公民館費

10款 教育費　5項 社会教育費　6目 市民文化会館費

10款 教育費　6項 保健体育費　3目 社会体育施設費

(単位:千円)

財　　源　　内　　訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

小脇公園燃料価格高騰対策負担金 344 174 0 0 0 170

観光プラザ燃料価格高騰対策負担金 259 131 0 0 0 128
登窯広場・廻船問屋瀧田家燃料価格高騰対策負担金 358 181 0 0 0 177

大曽公園燃料価格高騰対策負担金 1,619 821 0 0 0 798

公民館燃料価格高騰対策負担金 2,794 1,418 0 0 0 1,376

文化会館燃料価格高騰対策負担金 8,948 4,540 0 0 0 4,408

市体育館燃料価格高騰対策負担金 5,890 2,989 0 0 0 2,901
温水プール燃料価格高騰対策負担金 5,214 2,646 0 0 0 2,568

新規
経済振興課
観光戦略課
都市計画課

生涯学習スポーツ課指定管理施設燃料価格高騰対策負担金

 燃料価格高騰の影響を受ける指定管理者を支援します

事業費
（補正額）

【補正事業の概要・理由】
　　燃料価格高騰の影響を受ける指定管理施設の電気料金、ガス料金、燃料購入費について、
　施設運営に支障が生じることがないよう、指定管理者を支援します。

【主な事業(取組み)】
　　光熱費（電気料金、ガス料金、燃料購入費）の2022年度支出計画額と実際の支出額との差
　額を措置します。
　　ただし、光熱費以外の支出において、節減・不用額を見込むことができる場合は、不用額
　等を活用した上でなお不足する額を措置します。

【事業費】
　負担金　25,426千円　※うち12,900千円は地方創生臨時交付金を活用

施設名 所管課 指定管理期間 指定管理者

1 小脇公園 経済振興課 Ｒ１～Ｒ５ 小鈴谷地区活性化推進協議会

2 観光プラザ 観光戦略課 Ｒ１～Ｒ５ 一般社団法人とこなめ観光協会

3 登窯広場 観光戦略課 Ｒ１～Ｒ５ 株式会社新東通信

4 廻船問屋瀧田家 観光戦略課 Ｒ１～Ｒ５ 株式会社新東通信

大曽公園

グリーンスポーツセンター

青海市民センター

南陵市民センター　

図書館

市民文化会館

中央公民館

8 常滑公園（市体育館を含む） 生涯学習スポーツ課 Ｒ１～Ｒ５ コニックス株式会社・株式会社スポーツマックス共同体

9 温水プール 生涯学習スポーツ課 Ｒ３～Ｒ５ コニックス株式会社・株式会社スポーツマックス共同体

該当指定管理施設 一覧

5 都市計画課 Ｒ１～Ｒ５ 岩間造園株式会社

6 生涯学習スポーツ課 Ｒ１～Ｒ４ ＴＲＣ・アクティオ・鹿島建物グループ

7 生涯学習スポーツ課 Ｒ２～Ｒ４ 株式会社ケイミックスパブリックビジネス
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